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益
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法
人

　

む
つ
法
人
会

　会

　長

令
和
六
年

　元
旦

弘
前
公
園
「
冬
に
咲
く
さ
く
ら
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
」
　
弘
前
市

● 県税務課からのお知らせ ●

　社会保障・税番号（マイナンバー）制度について

１　社会保障・税番号（マイナンバー）制度の概要
　　社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・

公正な社会を実現することを目的として、社会保障・税番号（マイナンバー）
制度が導入され、社会保障・税・災害対策の行政手続で利用されています。

　●個人番号について
　　個人番号は、12桁の番号で、住民票を有する国民全員に１人１つ指定され、

市区町村から通知されます。
　●法人番号について
　　法人番号は、13桁の番号で、設立登記法人などの法人等に１法人１つ指定さ

れ、国税庁から通知されます。なお、法人の支店や事業所には指定されません。
２　県税手続におけるポイント

（１）申告書等に番号を記載していただく必要があります。
　　個人番号や法人番号の記入欄が設けられた申告書等をご提出いただく際に

は、個人番号や法人番号のご記入をお願いします。
（２）個人番号が記載された申告書等を提出する際は、本人確認が必要となります。
　　税の窓口に個人番号を記載した申告書等を提出する際には、本人確認書類

の提示又は本人確認書類の写しを申告書等に添付していただく必要があり
ます。

≪本人確認を行うときに使用する書類の例≫
　１　マイナンバーカード（個人番号カード）【番号確認と身元確認】
　２　通知カード【番号確認】＋運転免許証、健康保険の被保険者証など【身元確認】
　●マイナンバーカードとは、本人が市区町村に交付を申請し、通知カードと引換えに交付を受けることができるカードです。マイナン

バーカードには、本人の氏名、住所、生年月日、性別、個人番号等が記載され、本人の写真が表示されます。
　●通知カードとは、本人の氏名、住所、生年月日、性別、個人番号が記載されたカードです。（令和２年５月に廃止されましたが、通知カードに

記載された氏名、住所等が住民票に記載されている事項と一致しているときは、番号確認のための本人確認書類として利用できます。）
　※県税のマイナンバーに関する情報については、下記のホームページに掲載しております。詳しくは、お近くの地域県民局県税部にお問

い合わせください。

　　【県税・市町村税ホームページ　https ://www.pref .aomor i . lg . jp/sosh ik i/soumu/ze imu/top .html 】
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慶

　祝

　納 

税 

功 

労

仙
台
国
税
局
長
表
彰

　
県
連
会
長
（
青
森
法
人
会
会
長
）
　
林
　
　
　
均
　
氏

　
県
連
理
事
（
八
戸
法
人
会
副
会
長
）
　
石
亀
　
和
郎
　
氏

税
務
署
長
表
彰

　
青
森
法
人
会

　
理
　
事
　
黄
金
﨑
　
亨
　
氏

　
上
十
三
法
人
会

　
理
　
事
　
小
野
寺
正
勝
　
氏

　
上
十
三
法
人
会

　
理
　
事
　
鶴
ケ
崎
正
一
　
氏

　
む
つ
法
人
会

　
常
任
理
事

　
松
岡
　
茂
樹
　
氏

　
県
女
連
協
　
会
　
長

　
　
（
黒
石
法
人
会
女
性
部
会
長

）
葛
西
　
綾
子
　
氏

　納 

税 

功 

労

　
旭
日
双
光
章

　
　
県
連
副
会
長
（
む
つ
法
人
会
　
会
長
）
　
熊
　
谷
　
國
　
治 

氏

　
財
務
大
臣
表
彰

　
　
県
連
副
会
長
（
上
十
三
法
人
会
　
会
長
）
　
白
　
山
　
春
　
男 

氏

　
国
税
庁
長
官
表
彰

　
　
県
連
前
副
会
長
（
弘
前
法
人
会
　
顧
問
）
　
櫛
　
引
　
利
　
貞 

氏

　
仙
台
国
税
局
長
表
彰

　
　
県
連
副
会
長
（
五
所
川
原
法
人
会
　
会
長
）

　
今
　
　
　
謙
　
一 

氏

　
　
県

連

理

事
（
黒
石
法
人
会
　
筆
頭
副
会
長
）

　
須
　
藤
　
重
　
昭 

氏

　
　
県

連

理

事
（
上
十
三
法
人
会
　
副
会
長
）

　
川
守
田
　
光
　
男 

氏

　
税
務
署
長
表
彰

　
　
青

森

法

人

会
　
　
理
　
事
　
　
岡
　
崎
　
康
　
一 

氏

　
　
青

森

法

人

会
　
　
理
　
事
　
　
小
笠
原
　
若
　
子 

氏

　
　
五
所
川
原
法
人
会
　
　
副
会
長
　
　
会
　
津
　
誠
　
造 

氏

　
　
上
十
三
法
人
会
　
　
理
　
事
　
　
下
久
保
　
淳
　
一 

氏

　
　
上
十
三
法
人
会
　
　
理
　
事
　
　
四
　
橋
　
弘
　
泰 

氏

　
全
法
連
で
策
定
し
た
「
令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提

言
」
の
実
現
に
向
け
て
、
県
連
正
副
会
長
、
税
制
委
員
長
に

よ
る
地
元
選
出
国
会
議
員
お
よ
び
県
知
事
・
県
議
会
議
長
に

対
す
る
提
言
活
動
を
実
施
し
た
。

税
制
改
正
提
言
事
項
の
提
言
活
動

税
制
改
正
提
言
事
項
の
提
言
活
動

税
制
改
正
提
言
事
項
の
提
言
活
動
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東
北
六
県
法
人
会
連
合
会

東
北
六
県
法
人
会
連
合
会

　　　　　　運
営
協
議
会

令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言(

重
点
項
目)

（
提
言
の
詳
細
は
全
国
法
人
会
総
連
合
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
お
り
ま
す
）

令
和
６
年
度

江渡聡徳　衆議院議員（左から４人目）江渡聡徳　衆議院議員（左から４人目）

滝沢求　参議院議員（中央）滝沢求　参議院議員（中央）

青森県  小谷副知事（右から４人目）青森県  小谷副知事（右から４人目）

青森県議会　寺田副議長（左から４人目）青森県議会　寺田副議長（左から４人目）

県
選
出
国
会
議
員
に
対
す
る
提
言
活
動

　
議
員
事
務
所
を
訪
問
し
衆
議
院

：

江
渡
聡
徳
議
員
、
参
議

院

：

滝
沢
　
求
議
員
と
面
談
し
提
言
活
動
を
行
っ
た
。

▼
実
施
日

　令
和
５
年
11
月
２
日(

木)

　参
加
者

　林
均
会
長
、
小
山
内
康
晴
副
会
長
、
益
川
毅
副

会
長
、
野
呂
賢
一
副
会
長
、
小
山
内
柳
一
副
会
長
、
杉
山
幹

彦
副
会
長
、
今
良
暢
理
事
・
税
制
委
員
長
、
蝦
名
彰
専
務
理
事

中
学
生
の
「
税
に
つ
い
て
の
作
文
」

中
学
生
の
「
税
に
つ
い
て
の
作
文
」

Ⅰ
．
税
・
財
政
改
革
の
あ
り
方

・
財
政
健
全
化
は
国
家
課
題
で
あ
り
、
本
格
的
な
歳

出
・
歳
入
の
一
体
改
革
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

歳
入
で
は
安
易
に
税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す
る
こ
と

な
く
、
ま
た
歳
出
に
つ
い
て
は
聖
域
を
設
け
ず
に
分
野

別
の
具
体
的
な
削
減
・
抑
制
の
方
策
と
工
程
表
を
明
示

し
、
着
実
に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

・
歳
出
だ
け
を
先
行
さ
せ
、
財
源
論
を
置
き
去
り
に
す

る
手
法
は
財
政
規
律
を
決
定
的
に
毀
損
さ
せ
か
ね
な
い
。

ま
ず
は
２
０
２
５
年
度
の
基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
＝
Ｐ
Ｂ
）
黒
字
化
目
標
を
確
実
に
達

成
せ
ね
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
の
後
の
財
政
健
全
化
の
議

論
も
並
行
し
て
開
始
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
際
に
は

財
政
規
律
を
確
立
す
る
た
め
の
新
た
な
健
全
化
目
標
や

実
効
性
を
担
保
で
き
る
財
政
運
営
手
法
が
欠
か
せ
な
い
。

・
少
子
化
対
策
の
財
源
と
し
て
社
会
保
険
料
の
上
乗
せ

案
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
中
小
企
業
の
厳
し
い
経
営

実
態
を
踏
ま
え
、
企
業
へ
の
過
度
な
保
険
料
負
担
を
抑

え
、
経
済
成
長
を
阻
害
し
な
い
よ
う
な
制
度
づ
く
り
が

求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
配
偶
者
控
除
等
の
税
の
問
題
や

年
金
等
の
社
会
保
障
の
問
題
は
就
労
調
整
が
行
わ
れ
る

一
つ
の
要
因
と
さ
れ
て
お
り
、
人
手
不
足
で
悩
む
中
小

企
業
に
と
っ
て
深
刻
な
問
題
で
あ
る
。
女
性
の
就
労

を
支
援
す
る
政
策
を
含
め
、
税
制
と
社
会
保
障
の
問

題
を
一
括
し
て
議
論
す
べ
き
で
あ
る
。
　
　

・
行
政
改
革
を
徹
底
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
を
含

め
た
政
府
・
議
会
が
「
ま
ず
隗
よ
り
始
め
よ
」
の
精
神

に
基
づ
き
自
ら
身
を
削
る
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。
直
ち

に
明
確
な
期
限
と
数
値
目
標
を
定
め
て
改
革
を
断
行
す

る
よ
う
強
く
求
め
る
。

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
、
政
府
は
国
民
の
不

安
を
払
拭
す
る
た
め
に
、
制
度
の
運
用
に
当
た
っ
て
は

個
人
情
報
の
漏
洩
、
第
三
者
の
悪
用
を
防
ぐ
た
め
の
プ

ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
な
ど
が
担
保
さ
れ
る
措
置
を
徹
底
す

る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
し
て
制
度
の
意
義
や
利
便

性
に
つ
い
て
改
め
て
丁
寧
に
説
明
し
理
解
を
求
め
て
い

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

Ⅱ
．
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策
　

１
．
中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税
制
措
置

　
原
材
料
を
は
じ
め
と
し
た
物
価
の
高
止
ま
り
は
我
が

国
経
済
、
と
り
わ
け
中
小
企
業
に
大
き
な
重
荷
と
な
っ

て
い
る
。
い
ま
だ
に
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
打
撃
を
引
き

ず
っ
て
い
る
と
こ
ろ
も
少
な
く
な
い
。
中
小
企
業
は
地

域
経
済
と
雇
用
の
担
い
手
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
我
が

国
経
済
の
礎
で
あ
る
。
健
全
な
経
営
に
取
り
組
ん
で
い

る
企
業
が
立
ち
ゆ
く
よ
う
実
効
性
あ
る
支
援
を
す
る
こ
と
。

（
１
）
法
人
税
率
の
軽
減
措
置

　
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減
税
率
の
特
例
15
％
を

本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
昭
和
56
年
以
来
、
800
万

円
以
下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率
の
適
用
所
得

金
額
を
、
少
な
く
と
も
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
。

（
２
）
中
小
企
業
の
技
術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に
資

す
る
措
置

　
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
は
、
公
平
性
・
簡
素
化
の

観
点
か
ら
、
政
策
目
的
を
達
し
た
も
の
は
廃
止
を
含
め

て
整
理
合
理
化
を
行
う
必
要
は
あ
る
が
、
中
小
企
業
の

技
術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に
資
す
る
措
置
は
、
以
下

の
と
お
り
制
度
を
拡
充
し
た
う
え
で
本
則
化
す
べ
き
で

あ
る
。 

①
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て
は
、
対
象
設
備

を
拡
充
し
た
う
え
、「
中
古
設
備
」
を
含
め
る
。

②
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入
の
特

第
37
回
法
人
会
全
国
青
年
の
集
い

　

     

山 

形 

大 

会

第
37
回
法
人
会
全
国
青
年
の
集
い

　

     

山 

形 

大 

会

　
全
国
納
税
貯
蓄
組
合
連
合
会
と
国
税
庁
が
主

催
し
全
法
連
な
ど
が
後
援
し
て
行
な
わ
れ
た

「
令
和
５
年
度
中
学
生
の
『
税
に
つ
い
て
の
作

文
』
コ
ン
ク
ー
ル
」で
、
外
ヶ
浜
町
立
三
厩
中
学

校
２
年
の
山
内
大
樹
さ
ん
が
青
森
県
法
人
会
連

合
会
会
長
賞
を
受
賞
し
、
12
月
７
日（
木
）
、
青

森
税
務
署
の
最
上
治
署
長
と
県
連
合
会
蝦
名
彰
専

務
理
事
が
同
校
を
訪
問
し
表
彰
式
を
行
っ
た
。

　
山
内
さ
ん
の
作
文
の
題
名
は
「
税
金
と
僕
た

ち
の
生
活
」で
、「
ふ
る
さ
と
納
税
」と
い
う
言
葉

を
テ
レ
ビ
や
ポ
ス
タ
ー
で
見
聞
き
し
、
父
親
か

ら
そ
の
内
容
を
聞
い
て
、
も
っ
と
税
金
の
仕
組

み
を
知
り
た
い
と
思
い
調
べ
た
と
こ
ろ
、
税
金

は
「
人
々
の
健
康
で
豊
か
な
生
活
を
実
現
す
る

た
め
に
集
め
ら
れ
て
い
る
お
金
」で
あ
り
、
医

療
や
福
祉
・
介
護
・
年
金
、
学
校
の
施
設
や
教

科
書
、
そ
の
他
さ
ま
ざ
ま
な
こ
と
に
使
わ
れ
て

い
る
こ
と
を
知
っ
た
。
特
に
、
中
学
生
一
人
当

た
り
に
１
年
間
に
約
98
万
円
が
使
わ
れ
て
い
る

こ
と
に
驚
い
た
。

　
そ
し
て
、
今
ま
で
税
金
に
つ
い
て
深
く
考
え

た
こ
と
は
な
か
っ
た
が
、「
税
金
と
僕
た
ち
の
生

活
の
関
わ
り
に
つ
い
て
さ
ら
に
深
く
学
び
、
税

金
に
関
す
る
知
識
を
し
っ
か
り
と
身
に
付
け
て

お
こ
う
と
思
い
ま
す
」
と
締
め
く
く
っ
た
。

　
令
和
５
年
11
月
９
日
～
10
日
、
山
形
市
に
お

い
て
、「
法
人
会
全
国
青
年
の
集
い（
山
形
大

会
）」
が
開
催
さ
れ
た
。
本
県
か
ら
は
、
県
青
年

部
会
連
絡
協
議
会
佐
藤
一
尚
会
長
を
は
じ
め
７

単
位
会
の
青
年
部
会
員
24
名
が
参
加
し
た
。

　
９
日
は
青
連
協
第
２
回
定
時
連
絡
協
議
会
、

　
令
和
５
年
11
月
16
日（
木
）、
東
北
六
県
法

人
会
連
合
会
運
営
協
議
会
が
仙
台
市
の
江
陽

グ
ラ
ン
ド
ホ
テ
ル
に
お
い
て
開
催
さ
れ
た
。
参

加
者
は
東
北
各
県
か
ら
55
名
、
う
ち
本
県
か
ら

は
６
名
が
参
加
し
た
。

例
措
置
に
つ
い
て
は
、
損
金
算
入
額
の
上
限
（
合
計
300

万
円
）
を
撤
廃
し
全
額
を
損
金
算
入
と
す
る
。
な
お
、

そ
れ
が
直
ち
に
困
難
な
場
合
は
、
令
和
６
年
３
月
末
日

と
な
っ
て
い
る
適
用
期
限
を
延
長
す
る
。

２
．
事
業
承
継
税
制
の
拡
充

　
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る
中
小
企
業
は
、
先
に

指
摘
し
た
よ
う
に
地
域
経
済
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大

き
く
貢
献
し
て
い
る
。
中
小
企
業
が
相
続
税
の
負
担
に

よ
っ
て
事
業
が
承
継
で
き
な
く
な
れ
ば
、
経
済
社
会
の

根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

（
１
）
事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切
り
離
し
た
本
格

的
な
事
業
承
継
税
制
の
創
設

　
我
が
国
の
納
税
猶
予
制
度
は
、
欧
州
主
要
国
と
比
較

す
る
と
限
定
的
な
措
置
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
欧
州
並

み
の
本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
が
必
要
で
あ
る
。
と
く

に
、
事
業
継
続
に
資
す
る
相
続
に
つ
い
て
は
、
事
業
従

事
を
条
件
と
し
て
他
の
一
般
資
産
と
切
り
離
し
、
非
上

場
株
式
を
含
め
て
事
業
用
資
産
へ
の
課
税
を
軽
減
あ
る

い
は
免
除
す
る
制
度
の
創
設
が
求
め
ら
れ
る
。

（
２
）
相
続
税
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
の
充
実

　
平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
は
、
中
小
企
業
の
代
替
わ

り
を
促
進
す
る
た
め
、
10
年
間
の
特
例
措
置
と
し
て
同

制
度
の
拡
充
が
行
わ
れ
た
が
、
特
例
承
継
計
画
の
提
出

件
数
は
伸
び
悩
ん
で
お
り
、
政
府
は
制
度
の
検
証
を
行

う
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
特
例
承
継
計
画
の
提
出
期
限

は
１
年
間
延
長
さ
れ
、
令
和
６
年
３
月
末
日
ま
で
と

な
っ
て
い
る
が
、
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
完
全
回
復
に
は
時

間
が
か
か
る
う
え
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
が
高
止
ま
り
し

て
い
る
な
ど
、
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
依
然
厳

し
い
状
況
に
あ
る
。
特
例
承
継
計
画
の
提
出
期
限
等
の

延
長
を
求
め
る
と
と
も
に
、
事
業
承
継
が
よ
り
円
滑
に

実
施
で
き
る
よ
う
以
下
の
措
置
を
求
め
る
。

①
猶
予
制
度
で
は
な
く
免
除
制
度
に
改
め
る
。

②
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
な
ど
を
考
慮
す
る
と
、
よ
り
一
層
、

平
成
29
年
以
前
の
制
度
適
用
者
に
対
し
て
も
要
件
を
緩

和
す
る
な
ど
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

③
国
は
円
滑
な
事
業
承
継
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
経
営
者

に
向
け
た
制
度
周
知
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。

（
３
）
取
引
相
場
の
な
い
株
式
の
評
価
の
見
直
し

　
取
引
相
場
の
な
い
株
式
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
企
業

規
模
や
業
種
に
よ
っ
て
多
様
で
あ
る
が
、
企
業
価
値
を

高
め
る
ほ
ど
株
価
が
上
昇
し
、
税
負
担
が
増
大
す
る
可

能
性
が
あ
る
な
ど
、
円
滑
な
事
業
承
継
を
阻
害
し
て
い

る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
取
引
相
場
の
な
い
株
式

は
換
金
性
に
乏
し
い
こ
と
を
考
慮
し
、
評
価
の
あ
り
方

を
見
直
す
必
要
が
あ
る
。

３
．
消
費
税
へ
の
対
応

　
政
府
は
、
軽
減
税
率
制
度
と
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
つ

い
て
、
国
民
や
事
業
者
へ
の
影
響
、
低
所
得
者
対
策
の

効
果
等
を
検
証
し
、
問
題
が
あ
れ
ば
制
度
の
是
非
を
含

め
て
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

（
１
）
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に
あ
た
り
、
国
は
事

業
者
に
混
乱
が
生
じ
な
い
よ
う
制
度
の
周
知
を
徹
底
す

る
と
と
も
に
、
事
務
負
担
を
軽
減
す
る
よ
う
な
環
境
整

備
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
課
税
事
業
者
が
免
税
事
業

者
と
取
引
を
行
う
際
、
取
引
価
格
の
引
き
下
げ
や
取
引

の
停
止
な
ど
の
不
利
益
を
与
え
な
い
よ
う
、
実
効
性
の

高
い
対
策
を
と
る
べ
き
で
あ
る
。

（
２
）
消
費
税
の
滞
納
防
止
は
税
率
の
引
き
上
げ
や
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に
伴
っ
て
よ
り
重
要
な
課
題
と

な
っ
て
い
る
。
消
費
税
の
制
度
、
執
行
面
に
お
い
て
さ

ら
な
る
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

（
３
）
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
や
電
子
帳
簿
保
存
法
の
改
正

に
よ
る
電
子
デ
ー
タ
保
存
の
義
務
化
に
対
応
す
る
た
め
、

事
業
者
の
事
務
負
担
、
納
税
協
力
コ
ス
ト
は
年
々
増
加
し

て
い
る
。
シ
ス
テ
ム
改
修
や
従
業
員
教
育
な
ど
に
つ
い
て
、

中
小
企
業
に
対
す
る
特
段
の
配
慮
が
求
め
ら
れ
る
。

Ⅲ
．
地
方
の
あ
り
方

　
地
方
活
性
化
戦
略
で
は
、
地
方
自
身
が
そ
れ
ぞ
れ
の

特
色
や
強
み
を
い
か
し
た
活
性
化
策
を
策
定
し
地
域
の

民
間
の
知
恵
と
工
夫
に
よ
り
、
新
た
な
地
場
技
術
や
ビ

ジ
ネ
ス
手
法
を
開
発
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
ま
た

自
治
体
側
は
自
ら
の
責
任
で
必
要
な
安
定
財
源
の
確
保

や
行
政
改
革
を
企
画
・
立
案
し
実
行
す
る
な
ど
、
自

立
・
自
助
を
基
本
理
念
と
す
る
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。

Ⅳ
．
租
税
教
育
の
充
実

　
税
は
国
や
地
方
が
国
民
に
供
与
す
る
公
共
サ
ー
ビ
ス

の
対
価
で
あ
り
、
国
民
全
体
で
等
し
く
負
担
す
る
義
務

が
あ
る
。
ま
た
、
税
の
適
正
な
納
付
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、
そ
の
使
途
に
つ
い
て
も
厳
し
く
監
視
す
る
こ
と
が

極
め
て
重
要
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
税
の
意
義
や

税
が
果
た
す
役
割
を
必
ず
し
も
国
民
が
十
分
に
理
解
し

て
い
る
と
は
言
え
な
い
。
学
校
教
育
は
も
と
よ
り
、
社

会
全
体
で
租
税
教
育
に
取
り
組
み
、
納
税
意
識
の
向

上
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

Ⅴ
．
地
方
税
関
係

１
．
固
定
資
産
税
の
抜
本
的
見
直
し

　
令
和
５
年
の
全
国
の
公
示
価
格
は
、
全
用
途
平
均
・

住
宅
地
・
商
業
地
と
も
２
年
連
続
で
上
昇
し
、
上
昇
率

が
拡
大
し
て
い
る
。
都
市
計
画
税
と
合
せ
て
評
価
方
法

お
よ
び
課
税
方
式
を
抜
本
的
に
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

 

ま
た
、
固
定
資
産
税
は
賦
課
課
税
方
式
で
あ
り
、
納

税
者
自
ら
が
申
告
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
制

度
に
対
す
る
不
信
感
が
一
部
見
受
け
ら
れ
る
。
地
方
自

治
体
は
、
税
の
信
頼
性
を
高
め
る
た
め
の
さ
ら
な
る
努

力
が
必
要
で
あ
る
。

（
１
）
商
業
地
等
の
宅
地
を
評
価
す
る
に
当
た
っ
て
は
、

よ
り
収
益
性
を
考
慮
し
た
評
価
に
見
直
す
。

（
２
）
家
屋
の
評
価
は
、
経
過
年
数
に
応
じ
た
評
価
方

法
に
見
直
す
。

（
３
）
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
の
事
務
負
担

軽
減
の
観
点
か
ら
、
申
告
対
象
外
と
な
る
「
少
額
資

産
」
の
範
囲
を
国
税
の
中
小
企
業
の
少
額
減
価
償
却
資

産
（
30
万
円
）
に
ま
で
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
賦
課
期

日
を
各
法
人
の
事
業
年
度
末
と
す
る
こ
と
。
ま
た
、
諸

外
国
の
適
用
状
況
等
を
踏
ま
え
、
廃
止
を
含
め
抜
本
的

に
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

（
４
）
固
定
資
産
税
の
免
税
点
に
つ
い
て
は
、
平
成
３

年
以
降
改
定
が
な
く
据
え
置
か
れ
て
い
る
た
め
、
大
幅

に
引
き
上
げ
る
。

（
５
）
国
土
交
通
省
、
総
務
省
、
国
税
庁
が
そ
れ
ぞ
れ

の
目
的
に
応
じ
て
土
地
の
評
価
を
行
っ
て
い
る
が
、
行

政
の
効
率
化
の
観
点
か
ら
評
価
体
制
は
一
元
化
す
べ
き

で
あ
る
。

２
．
超
過
課
税

 

住
民
税
の
超
過
課
税
は
、
個
人
で
は
な
く
主
に
法
人

を
課
税
対
象
と
し
て
い
る
う
え
、
長
期
間
に
わ
た
っ
て

課
税
を
実
施
し
て
い
る
自
治
体
も
多
い
。
課
税
の
公
平

を
欠
く
安
易
な
課
税
は
行
う
べ
き
で
な
い
。

３
．
法
定
外
目
的
税

 

法
定
外
目
的
税
は
、
税
の
公
平
性
・
中
立
性
に
反
す

る
こ
と
の
な
い
よ
う
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
税
収
確
保

の
た
め
に
法
人
企
業
に
対
し
て
安
易
な
課
税
は
行
う
べ

き
で
は
な
い
。

Ⅵ
．
森
林
環
境
税

　
令
和
６
年
度
か
ら
施
行
さ
れ
る
森
林
環
境
税
に
つ
い

て
、
現
在
、
先
行
し
て
別
の
財
源
を
使
っ
て
地
方
自
治

体
に
配
分
（
令
和
５
年
度
は
500
億
円
）
さ
れ
て
い
る
が
、

そ
の
半
分
が
使
い
残
さ
れ
基
金
と
し
て
積
み
立
て
ら
れ

て
い
る
と
の
指
摘
が
あ
る
。
こ
れ
で
は
税
が
有
効
に
活

用
さ
れ
て
い
る
と
は
言
い
難
く
、
配
分
方
法
の
あ
り
方

な
ど
、
制
度
自
体
を
抜
本
的
に
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

県
知
事
・
県
議
会
議
長
に
対
す
る
提
言
活
動

　
青
森
県
庁
を
訪
問
し
、
小
谷
知
也
副
知
事
ほ
か
総
務
部
幹

部
、
お
よ
び
県
議
会
の
寺
田
達
也
副
議
長
と
面
談
し
提
言
活
動

を
行
っ
た
。

▼
実
施
日

　令
和
５
年
11
月
１
日(

水
）

　参
加
者
　
林
均
会
長
、
小
山
内
康
晴
副
会
長
、
益
川
毅
副
会

長
、
野
呂
賢
一
副
会
長
、
小
山
内
柳
一
副
会
長
、
杉
山
幹
彦
副

会
長
、
今
良
暢
理
事
・
税
制
委
員
長
、
佐
々
木
伸
夫
理
事
、
蝦

名
彰
専
務
理
事

 

八
戸
法
人
会
が

　
　

 

国
税
局
長
表
彰
を
受
賞

　
八
戸
法
人
会
は
こ
れ
ま
で
の
租
税
教
育
活

動
の
功
績
が
認
め
ら
れ
、
租
税
教
育
推
進
校

等
表
彰
に
お
い
て
仙
台
国
税
局
長
表
彰
を
受

賞
し
た
。

　
租
税
教
育
推
進
校
等
表
彰
は
、
租
税
教
育

の
一
層
の
推
進
の
た
め
、
児
童
・
生
徒
に
対

す
る
租
税
教
育
の
推
進
及
び
租
税
教
育
推
進

の
た
め
の
基
盤
整
備
等
に
つ
い
て
、
特
に
功

績
の
あ
っ
た
学
校
、
教
育
委
員
会
及
び
関
係

民
間
団
体
等
に

対
し
感
謝
状
を

贈
呈
す
る
制
度

で
、
11
月
15
日

（
水
）、
八
戸
税

務
署
に
お
い
て

盛
田
浩
明
署
長

か
ら
青
年
部
会

の
類
家
徳
久
部

会
長
に
感
謝
状

が
手
渡
さ
れ
た
。

租
税
教
育
活
動
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
健
康

経
営
大
賞
、
部
会
長
ウ
ェ
ル
カ
ム
パ
ー
テ
ィ
ー

が
行
わ
れ
、
租
税
教
育
活
動
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ
ョ
ン
で
は
仙
台
局
連
代
表
と
し
て
弘
前
法
人

会
が
事
例
発
表
を
行
っ
た
。

　
10
日
は
午
前
中
に
部
会
長
サ
ミ
ッ
ト
が
開
催

さ
れ
、「
部
会
員
増
強
」と
「
租
税
教
育
」を
テ
ー

マ
に
、
各
地
で
の
活
動
手
法
や
課
題
に
つ
い
て

議
論
し
た
。
午
後
か
ら
は
、
ヤ
マ
ガ
タ
デ
ザ
イ

ン
株
式
会
社
山
中
大
介
社
長
に
よ
る
記
念
講
演

会
が
行
わ
れ
、
山
形
庄
内
か
ら
全
国
に
展
開
可

能
な
地
域
課
題
解
決
の
モ
デ
ル
づ
く
り
に
つ
い

て
、
事
例
を
交
え
な
が
ら
自
身
の
想
い
を
語
っ

た
。
講
演
終
了
後
の
大
会
式
典
で
は
、
前
日
開

催
の
租
税
教
育
活
動
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
・

健
康
経
営
大
賞
の
結
果
発
表
・
表
彰
・
最
優
秀

賞
受
賞
者
に
よ
る
事
例
発
表
が
行
わ
れ
、
弘
前

法
人
会
は
奨
励
賞
を
受
賞
。
続
い
て
の
部
会
員

増
強
表
彰
で
は
本
県
か
ら
、
黒
石
法
人
会
が
優

秀
賞
・
３
年
連
続
純
増
賞
、
む
つ
法
人
会
が
奨

励
賞
を
受
賞
し
た
。

　
大
会
宣
言
で
は
、
大
会
ス
ロ
ー
ガ
ン
「
為
せ

ば
成
る
！ 

～
感
謝
と
恩
返
し
の
想
い
を
胸

に
～
」の
も
と
、
法
人
会
青
年
部
会
の
３
つ
の

柱
の
内
容
と
意
義
を
再
認
識
し
、
明
確
な
目
標

に
向
か
い
専
門
知
識
や
ア
イ
デ
ア
を
結
集
し
、

未
来
の
子
供
た
ち
の
た
め
に
恩
返
し
を
す
る
気

概
を
持
っ
て
行
動
す
る
こ
と
を
誓
い
宣
言
し
た
。

　
最
後
に
大
懇
親
会
が
開
催
さ
れ
、
青
年
部
会

メ
ン
バ
ー
同
士
の
交
流
を
深
め
た
。

　
次
回
は
、
令
和
６
年
11
月
７
日
～
８
日
、
福

井
県
福
井
市
で
開
催
さ
れ
る
。

　
六
県
連
の
菅

原
裕
典
会
長
の

挨

拶

の

あ

と
、

第
１
部
は
、
日

本
銀
行
仙
台
支

店
長
の
岡
山
和

裕
氏
が
「
国
庫

金
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
納
付
」
「
最

近
の
経
済
情
勢
」

と
題
し
て
講
演
、

続
い
て
第
２
部
は
仙
台
国
税
局
長
の
清
水
雄
策

氏
が
「
最
近
の
財
政
と
税
務
行
政
に
つ
い
て
」

と
題
し
て
講
演
し
た
。

　
第
３
部
は
、
全
法
連
専
務
理
事
の
田
中
光
史

氏
に
よ
る
「
全
国
の
法
人
会
運
営
状
況
報
告
」
、

納
税
表
彰
、
叙
勲
・
褒
章
受
章
者
の
披
露
、
退

任
役
員
感
謝
状
贈
呈
式
を
行
い
、
終
了
後
は
懇

親
会
を
行
っ
た
。
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青
森
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　長
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弘
前
法
人
会
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公
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八
戸
法
人
会
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益
社
団
法
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上
十
三
法
人
会

　会
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公
益
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団
法
人

　

五
所
川
原
法
人
会

　会

　長

公
益
社
団
法
人
　

黒
石
法
人
会

　会

　長

公
益
社
団
法
人

　

む
つ
法
人
会

　会

　長

令
和
六
年

　元
旦

弘
前
公
園
「
冬
に
咲
く
さ
く
ら
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
」
　
弘
前
市

● 県税務課からのお知らせ ●

　社会保障・税番号（マイナンバー）制度について

１　社会保障・税番号（マイナンバー）制度の概要
　　社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・

公正な社会を実現することを目的として、社会保障・税番号（マイナンバー）
制度が導入され、社会保障・税・災害対策の行政手続で利用されています。

　●個人番号について
　　個人番号は、12桁の番号で、住民票を有する国民全員に１人１つ指定され、

市区町村から通知されます。
　●法人番号について
　　法人番号は、13桁の番号で、設立登記法人などの法人等に１法人１つ指定さ

れ、国税庁から通知されます。なお、法人の支店や事業所には指定されません。
２　県税手続におけるポイント
（１）申告書等に番号を記載していただく必要があります。
　　個人番号や法人番号の記入欄が設けられた申告書等をご提出いただく際に

は、個人番号や法人番号のご記入をお願いします。
（２）個人番号が記載された申告書等を提出する際は、本人確認が必要となります。
　　税の窓口に個人番号を記載した申告書等を提出する際には、本人確認書類

の提示又は本人確認書類の写しを申告書等に添付していただく必要があり
ます。

≪本人確認を行うときに使用する書類の例≫
　１　マイナンバーカード（個人番号カード）【番号確認と身元確認】
　２　通知カード【番号確認】＋運転免許証、健康保険の被保険者証など【身元確認】
　●マイナンバーカードとは、本人が市区町村に交付を申請し、通知カードと引換えに交付を受けることができるカードです。マイナン

バーカードには、本人の氏名、住所、生年月日、性別、個人番号等が記載され、本人の写真が表示されます。
　●通知カードとは、本人の氏名、住所、生年月日、性別、個人番号が記載されたカードです。（令和２年５月に廃止されましたが、通知カードに

記載された氏名、住所等が住民票に記載されている事項と一致しているときは、番号確認のための本人確認書類として利用できます。）
　※県税のマイナンバーに関する情報については、下記のホームページに掲載しております。詳しくは、お近くの地域県民局県税部にお問

い合わせください。

　　【県税・市町村税ホームページ　https ://www.pref .aomor i . lg . jp/sosh ik i/soumu/ze imu/top .html 】
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